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1．　はじめに
　すでに学校現場では周知のことではあるが，文部科学省が2002年に実施した「通常の学級
に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する全国実態調査」の結果を踏まえ，
2003年3月に「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」が出された。
　この報告書の中で最も特徴的だったことは，「通常学級に約6％の特別な支援を必要とする
児童生徒が在籍している」と指摘されたこと，及び，そうした特別な支援が必要される児童生
徒の中に「LD（学習障害），ADHD（注意欠陥多動性障害），高機能自閉といった『発達
障害』と呼ばれる障害を持っている児童生徒がかなりの割合で含まれる」といった見積もりが
出されたことであろう。
　これを受け，2005年3月には中央教育審議会より「特別支援教育を推進するための制度の在
り方について（答申）」が出され，我が国における特別支援教育の全体的な方向性が示された。
学校現場では2007年度より「特別支援教育」が本格的に開始されることとなった。すなわち，
2007年4月から「特別支援教育」が「学校教育法」の第8章に位置づけられ，また，同時に文
部科学省初等中等教育局長名で出された「特別支援教育の推進にっいて（通知）」により「特
別支援教育は，これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく，知的な遅れのない発達障害も含
めて，特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施されるもので
ある。」とされたのである。
　こうした制度的な変更に伴い，普通免許しか所持していない教師であっても，発達障害等，
特別な支援を必要とする児童生徒に対して，そのニーズに合わせた教育を行う責任を負うこと
が明示された。さらに，従来の特殊教育諸学校を中心として行われてきた教育と，普通学校で
行われてきた教育の垣根が低くなり，両者が積極的に連携することが求められることとなった。
　しかし，こうした大がかりな枠組みの変化は学校現場に少なからず混乱が生じることにもつ
ながった。　「特別支援教育」の開始から約5年が経過し，この新たな枠組みの中で実践が蓄積
されるとともに，多くの課題や困難も明らかになってきた。
　筆者は某所（以下，Aと記す）において，幼稚園，小学校，中学校における特別支援教育に
巡回相談員としてかかわる機会を得た。本稿では，上記のような特別支援教育の状況を踏まえ，
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筆者の5年間，約250回の巡回相談を振り返り，通常学級における幼児，児童，生徒の発達と
学習の支援のための実践を検討し，今後の特別支援教育の課題にっいて考察することとしたい。
2．　巡回相談事業の概要
　巡回相談とは，通例，ひとりの相談員が複数の学校において相談活動を行うタイプの相談を
指す。文部科学省（2004）のガイドライン（試案）によれば，巡回相談員の目的は「児童生徒一
人ひとりのニーズを把握し，児童生徒が必要とする支援の内容と方法を明らかにするために，
担任，特別支援教育コーディネーター，保護者など児童生徒の支援を実施する者の相談を受け，
助言すること」と「支援の実施と評価にっいても学校に協力」することとされる。また，その
役割は，「対象となる児童生徒や学校のニーズの把握と指導内容・方法に関する助言」「校内に
おける支援体制づくりへの助言」　「個別の指導計画の作成への協力」　「専門家チームと学校の
間をつなぐこと」　「校内での実態把握の実施への助言」　「授業場面の観察等」とされる。
　巡回相談員が巡回する学校数，巡回の頻度，1回の巡回における相談時間の長さ，担当する
相談などは，巡回相談員の専門性や人数，自治体の予算，対象とする地域の広さなどによって
異なってくる。
　Aにおける巡回相談員事業の概要は，実施要綱によれば次のようなものである（実施要綱よ
り地名を伏せた上で該当部分を抜稗）。
（目的）
「学校（園）の特別支援教育に関して，高い専門性を有する臨床心理士等を巡回指導員として
派遣し，教育的な支援の必要な幼児・児童・生徒の担任等への助言，校内委員会や特別支援コ
ーディネーターへの指導・助言，個別指導計画作成についての指導・助言，保護者への助言，
研修に関すること等を行い，学校（園）内の特別支援教育の充実を図る」
（資格）
「臨床心理士」ないし「特別支援教育に関して高い専門性を有する者」
（職務）
（1）特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒への適切な指導方法及び支援方法についての
　　　指導・助言
（2）校内委員会や特別支援教育コーディネーターへの指導・助言
（3）個別指導計画作成についての指導・助言
（4）保護者への助言
（5）校（園）内研修会の講師
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　巡回相談員は教育委員会から年度ごとに相談業務を委嘱される。Aの場合には，特別支援教
育や臨床心理学を専門とする大学教員や，医師，地域で特別支援教育の活動を行っているNP
O法人の相談員が巡回相談員を委嘱された。巡回相談は1回あたり2時間程度が基本とされ有
給である。巡回相談員や学校側のスケジュールの事情により，1回に2～3回分として4～6時
間実施することも可能である。X年度末にA教育委員会から筆者宛に依頼があり，　X＋1年度
からの巡回相談業務を担当することとなった。
　Aにおける実施要綱には「特別支援教育」に対して，　「臨床心理士」を充てることが記され
ているが，特別支援教育が基盤とする学問領域であるのは，従来でいうところの「特殊教育学」
や「障害児教育学」である。一方，臨床心理士が基盤とする学問領域は「臨床心理学」であり，
両者はかなり性格が異なっている。先述の文部科学省（2004）のガイドライン（試案）では，巡
回相談員に必要な知識と技能について，　「特別支援教育に関する知識と技能」　「LD，　ADHD，高
機能自閉症など発達障害に関する知識」　「アセスメントの知識と技能」　「教師への支援に関す
る知識と技能」　「他機関との連携に関する知識と技能」　「学校や地域の中で可能な支援体制に
関する知識」　「個人情報の保護に関する知識」という7つの点をあげているが，まず，最初に
あげられている「特別支援教育に関する知識と技能」は「臨床心理士」の専門領域とはいえな
い。
　筆者は，臨床心理学や教育心理学，なかでも，思春期青年期における学校での適応支援を専
門としている。これまで慢性疾患児を対象とした療育キャンプ（伊藤，1994）や，肢体不自由
児を対象とした療育キャンプ，知的障害者の作業所のボランティア，知的障害者更生相談所の
心理判定業務（知能検査を実施し，本人の社会生活能力とあわせて障害年金受給に関する基礎
資料を作成する仕事），今でいうところの「発達障害」の可能性のある児童に対するプレイセ
ラピー（伊藤，1993）など，特別支援教育に関連する領域での経験はあったものの，「特殊教育
学」，　「障害児教育学」を専門領域とはしていない。
　A教育委員会側にはその旨伝えたが，A教育委員会からは，　「専門的な見地から担当できる
人が少ないため，ぜひ臨床心理士としての専門的な見地から業務を依頼したい」という回答が
あり，この業務を引き受けることとなった。実際，筆者の前任者も「特別支援教育」とは異な
る領域の専門家であった。
　巡回相談員は，各学校（園）に配置されている特別支援教育コーディネーターと連絡を取り，
巡回相談の日程や業務の内容について打ち合わせることとなる。また，X＋1～X＋3年度は，
年に数回，巡回相談員と教育委員会の連絡が実施された。
　筆者が5年間に行った巡回相談の回数を年度別・学校種別にまとめると表1の通りとなる。
なお，この表に掲載されている巡回相談以外に学校や教育委員会，関連機関との連絡や入学式
などの学校行事にも参加したが，それらはこの表中の数値には含まれていない。
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表1　年度別・校種別の巡回相談実施回数
B幼稚園 C小学校 D中学校
?
X＋1年度 19 20 10 49
X＋2年度 20 45 14 79
X＋3年度 14 14
X＋4年度 25 55 11 91
X＋5年度 ユ3 13
計 64 120 62 246
注斜線は筆者以外の相談員が当該学校（園）への巡回相談を担当をしたことを表す。
3．　巡回相談の実際
　以下，年度別，学校種別に巡回相談の実際を述べる。
（1）X十1年度の巡回相談
　X＋1年度は，筆者はもとより，学校側も特別支援教育の実際についての知識・経験が不足
しており，手探り状態のままの活動となった。巡回相談の報告書の様式が定まっていなかった
り，校内での特別支援教育を扱う委員会が未整備であったりするなど，学校側は巡回相談を受
け入れることで精一杯という印象を受けた。
　巡回相談員の仕事としては，授業における対象児童生徒の観察，保護者との面談，対象児童
生徒との面談，担任教諭との情報交換が中心であった。幼稚園，小学校，中学校で特別支援教
育に対する整備状況を比較すると，小学校での体制が最も整っており，中学校では，教師の「特
別支援教育」そのものに対する理解がまだまだ進んでいない印象を受けた。
　また，本来の業務ではないが，不登校傾向のある児童生徒の対応を依頼されることもあった。
不登校の背景に発達障害等の要因が隠れていることは少なくないが，　「不登校」への対応は本
来はスクールカウンセラーの仕事である。しかし，学校として両者の使い分けは曖昧であった。
　X＋1年度の巡回相談事業の課題にっいてのA教育委員会からのアンケートに対して，当時，
筆者は次頁のように記している。
　多くの学校（園）で教師は多忙な毎日を送っている。通常の授業に加え，課題を抱えた幼児・
児童・生徒への対応はもとより，その保護者への対応，諸会議への出席，行事の準備，部活動
の指導，研修，関連機関への出張などなど，ゆっくり考える時間も取りにくい。そこへ「特別
支援教育」という新しい考え方が導入され，さらに，　「巡回相談員」という「専門家」まで参
加するということになると，学校側としても巡回相談を活用することが難しいのは無理もない。
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○　校内連絡体制の整備について
　教師は放課後の方が時間をとりやすいが，巡回相談では幼児児童生徒の観察が必要である。
このため，特に，幼稚園，小学校では午前中に巡回相談を行う必要があるが，午前中は授業を
行っている教師がほとんどで巡回相談員と情報交換を行うための時間の設定が難しい。
　校内の特別支援教育コーディネーター，生徒指導担当，教育相談担当など，この事業を受け
入れる側の担当者がこの事業をどのように校内に位置づけていくかが明確になっていない。
　相談員の側も特別支援教育の専門家とはいえず，また，校内にどのようなシステムを作るか，
また，そのためにはどのようにすればよいかビジョンを描ききれていいないという問題があ
る。
○　校内研修体制の整備について
　校内研修の体制を整備することが必要である。定期的に，関係者がなるべく多く集まれるよ
うな時間帯に研修会を開き，現在，校内で対応している生徒の状況と対応の効果について，情
報を共有しつつ検討を行うことが，教師，相談員双方にとって，よい研修の機会となると思わ
れる。
○　スクールカウンセラーとの役割分担
　不登校の生徒と特別支援教育が必要となる生徒に重なりがあるのは事実であり，巡回相談員
が不登校の児童生徒に対応することに大きな問題はないと思われるが，教師が両者をどのよう
に活用していくか，スクールカウンセラーと巡回相談員がお互いの役割をどのように認識する
かについても，今後，徐々にコンセンサスを作っていく必要がある。
　巡回相談員としても，月に1～2回，1回あたり2時間の訪問だけでは，学校の様子を把握し
たり，子どもを継続的に見ていったりすることは難しい。特別支援教育コーディネーターが担
任教師とともに児童生徒を継続的に観察し，状況や問題点をまとめて巡回相談員来訪時に相談
するというようにコンサルテーションのモデルに沿った流れができてはじめて，　「専門家」た
る「巡回相談員」も機能するといえる。
　ただし，上記のような課題は，新しい事業が始まる際には当然，起こりうる事柄であり，こ
れらの課題をどのようにとらえて改善に結びつけるかが重要であるといえるだろう。
　X＋1年度における学校・園における巡回相談員の位置づけを図示すると，図1のようにな
る。この図に示されているように，巡回相談員はまだ学校の実質的な構成メンバーとして位置
づけられておらず，なかば「お客様」的な位置で活動することとなる。特に，中学校は巡回相
談の回数も少ないこともあり，この傾向が顕著であった。
　D中学校では，校長から教育相談に関する校内委員会のもとに特別支援教育に関する校内委
員会を置くべきか，両者を独立させるべきかの意見が求められることがあった。校内委員会の
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作り方について田中・池本（2004）は，ひとつの委員会に多くの機能を持たせることは「校内
の共通理解」を図ること，負担を増やさないという点では効果的であるが，職員会議との区別
がなくなり，特別支援教育の視点を導入する意義が薄れる。一方，独立した委員会とするは会
議が増えることにより教師の負担が増えるという点で問題があるが，委員会を中心に特別支援
教育に関する様々な活動を具体的に実施できるというメリットもあることを指摘している。当
該校における校内組織の特徴と特別支援教育の進め方とを考慮しながら，組織作りを進めるこ
とが重要となってくる。　　　　　　　　　　　　’
⇔
特別支援教育
コーディネーター
巡回相談員
図1　X＋1年度における巡回相談員とB幼稚園・C小学校・D中学校の関係
（2）X＋2年度の巡回相談
　この年度以降の特徴は，　「特別支援教育」関連の事業にさらに予算がつけられたということ
である。その結果，特に，小学校において巡回相談実施回数が大幅に増えた（表1）。時間数
が増えたことに伴い，C小学校では巡回相談員と幼児・児童の直接的な関わりが増えることと
なった。これは問題の状況が直接的に把握できるという点で，巡回相談員にとってはむしろ好
ましい状況であった。教師との関係を築くための時間が取りにくい状況は継続していたが，何
人かの担任教師とはわずかな空き時間に子どもの情報をやりとりすることができるようになっ
ていった。
　こうした変化は，巡回相談の機能を発揮するという点では前進であるが，一方では，特別支
援教育コーディネーターや，場合によっては学校（園）長・副校（園）長との関係を経ず，巡
回相談員が直接子どもや担任教師とかかわることになり，巡回相談員の役割と位置づけを微妙
なものとするおそれもあった。
　また，Aにある保育園をまわり，保育士が「気になる」と感じている子どもを観察し，情報
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交換を行った。これにより「幼稚園・保育園→小学校→中学校」という発達に伴う子どもの成
長についてつぶさに見ることができることとなり，筆者にとっては，特別な支援を必要とする
生徒に対して，特に，時間的なスパンを視野に入れた関わりを考えることが重要であると実感
する機会となった。
　一方，筆者に小学校や中学校の学習生活支援員やボランティア紹介の依頼があり，筆者が大
学での授業等を通じて募集し，数名の学生が学校に入ることとなった。
　文部科学省初等中等教育局特別支援教育課は2007年3月15日に「特別支援教育推進のため
の学校における『学生支援員』の活用についてのご協力のお願い」と題する文書を全国の大学
宛に出している。この中で，　「平成19年度からは，新たに教員志望の学生等を『学生支援員』
として学校に派遣し，障害のある児童生徒への支援を一層充実させたい」としている。すなわ
ち，教職課程で学習している学生やすでに教員免許を取得し，教職につくことを希望している
学生等を学習や生活の支援員に積極的に活用することを国が推奨しているわけである。
　実際，文部科学省（2009）の「公立小中学校における特別支援教育支援員（介助員及び学習支
援員等）活用状況」によれば，2008年5月1日現在，全国で26，092人の介助員ないし学習支
援員等が配置されており，この人数は，2年前（2006年5月1日現在，18，200人）と比較して，
かなり増加している。
　Aでは，こうした動きを受ける形で「学習・生活支援員配置事業実施要綱」を作成している
が，この中で支援員に関して以下のように定めている。
（支援員の配置基準）
　児童等の状況が以下に該当する場合，各学校の支援検討会議の検討結果に基づく学校長の申
請により，支援員を配置することができる。
（1）注意欠陥多動性障害，学習障害等がある場合
（2）広汎性発達障害がある場合
（3）知的発達に遅れはないが，集団での学習活動等に著しい困難がある場合
（4）その他，学級運営上著しい困難がある場合
（支援員の職務内容）
　支援員は，学校長の指揮監督のもとに，担任教諭等の補助者として，個別指導計画に基づき
当該児童生徒の学習支援等にあたるものとする。
　なお，この後すぐに文部科学省初等中等教育局より「特別支援教育体制推進事業実施要綱」
が出され，国として特別支援教育の体制を整備するための事業を47都道府県に委嘱することが
示された。この中で「学生支援員を活用した支援」という項目を設け，　「事業の実施を委嘱さ
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れた教育委員会は，教員志望の学生等を『学生支援員』として学校へ派遣し，発達障害を含む
障害のある幼児児童生徒の支援に当たらせることができる。なお，学生支援員が，障害のある
幼児児童生徒の支援を行うに際しての基礎的な知識を習得するため，必要に応じて，事前に講
習会を実施すること。」としている。
　このような施策の背景には，少なくとも二つの側面があると思われる。
　一つは人材育成という面である。最近の教育現場は，即戦力なるような新任教師を求める傾
向が強い。しかし，大学における教職課程の学習では教育実習や介護等体験以外は現揚経験に
直接つながる内容は少ない。これから教師となる学生に早い段階で学校現場を経験させること
で，この不足を補うことが意図されているといえよう。また，学生自身にとっても学校現場に
直接触れることは貴重な学習の機会となる。
　もう一つは人件費の問題である。特別な教育的支援を必要とする子どもに十分に対応するた
めには専門的な知識・経験を持っ人材が不可欠である。しかし，そうした人材はまだそれほど
多くない。仮に，そうした人材を支援員として配置するとなれば，人件費もかさむことになる。
　こうした施策の是非はともかく，学校現場に学生が入る際には，学生支援員への指導・研修
の機会が保証されにくいといった問題が生ずるおそれがある。先に示した「特別支援教育体制
推進事業実施要綱」では，「基礎的な知識を習得するため」，「事前に講習会を実施すること」
とあるとおり，学生支援員を対象とした研修体制の整備も非常に重要である。
　学生支援員が学校場面で遭遇するパターンには大きく分けて二つのパターンがあると考え
られる。ひとつは特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒に対して，適切な支援の方法が
ある程度わかっている場合である。学生支援員は担任教諭等から対応について指示を受け，実
際にかかわる中でさらに指導・助言を受ける。また，その子どもの抱える課題の特徴と学校現
場で取られる対応法の意味について，担任教諭等から説明を受けることができる。
　ただし，上記のような場合はそれほど多くはなく，実際には，適切な支援の方法が十分わか
っていないケースで，担任教諭だけでは教室内での一斉授業における指導が難しいために学生
支援員を配置し，個別対応を行う場合の方が多い。この場合，担任教諭も試行錯誤中であるか
ら，学生支援員に対する指示も曖昧になったり，一貫性を欠いたりすることも出てくる。臨機
応変に対応できる学生はその中で何とかやっていけるが，そういう学生であってもかなり混乱
した状態に陥らざるを得ない。
　また，学校現場での実践と大学の教職課程における学習とのギャップにも留意する必要があ
る。学生は，自らが過ごしてきた小・中学校での学校生活の経験から，普通学校における普通
学級での教育については明確なイメージを持っているものの，例えば，突然，興奮状態になっ
たり，教室を飛び出してしまったりといった特別支援教育の対象となる幼児児童生徒に対する
学校教育のイメージを持ってはいない。
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　筆者が巡回相談を行っているとき，支援員をしていたある男子学生から，次のような疑問を
ぶつけられたことがあった。
　　「ここまで子どもを甘やかしてしまってよいのでしょうか。時には体罰も必要なのではない
でしようか。」
　確かに，ある児童が担任教師を散々手こずらせていた。そして，その児童に対する対応法は
試行錯誤の状態であった。しかし，支援員をすることで，　「体罰も必要ではないか」という思
いを強くし，そのまま教師を目指すことになったとしたら，それは大きな問題であろう。そこ
で筆者は学生支援員をしている本学学生の横のつながりを作り，さらに情報交換を促進するた
めに情報交換会を数回実施した。これは本来の巡回相談員の業務ではなく，筆者が教職課程の
教員としての立場から必要性を感じて自主的に実施したものである。
　D中学校では，特別支援学校での勤務経験がある教師が特別支援教育コーディネーターとな
った。文部科学省（2004）は特別支援教育コーディネーターについて，　「学校全体，そして地域
の盲・聾・養護学校や関係機関にも目を配ることができ，必要な支援を行うために教職員の力
を結集できる力量をもった人材を選ぶようにすることが望ましい」とし，その役割として，「学
校内の関係者や外部の関係機関との連絡調整役，保護者に対する相談窓口，担任への支援，校
内委員会の運営や推進役といった役割」を担うといったガイドラインを提示しているが，それ
に沿った形での教員配置となったといえよう。
　このことにより中学校内での特別支援教育や校内委員会の整備が徐々に進み始めたと感じ
られた。筆者は基本的に特別支援教育コーディネーターと連携し，その要請により助言・相談
を担当することとなった。巡回相談員の本来的な仕事に最も近い形となったと考えられる。た
だし，特別支援教育が本格的に開始されることはこれまでの学校の構造や教師の指導に変化を
求めることにもつながる。巡回相談による介入の対象となった学年との関係は必ずしも良好に
は進まなかったと感じられた。
　X＋2年度におけるB幼稚園における巡回相談員の位置づけを図示すると図2のようにな
る。幼稚園は全体の規模が比較的小さいため，巡回相談員は多くの幼児とかかわることが可能
であった。また，小学校・中学校のように授業時間という枠がはっきりしているわけでもない
ので，教師との情報交換も容易であった。
　C小学校における巡回相談員の位置づけを図示すると，図3のようになる。巡回相談員は学
校の中に位置づき，児童，担任教師に近づくが，特別支援教育コーディネーターが6年生の担
任となったことで多忙となり，巡回相談員からは遠ざかったポジションになっている。
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　園長
＝小学校長
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　副園長
＝特別支援教育
　コーディネーター
図2　X＋2年度における巡回相談員とB幼稚園の関係
特別支援教育
コーディネーター
⇔ 校長
副校長
図3　X＋2年度における巡回相談員とC小学校の関係
　また，D中学校における巡回相談員の位置づけを図示すると，図4のようになる。校内にお
いて特別支援教育コーディネーターが中心的な役割を果たしている。巡回相談員は基本的に特
別支援教育コーディネーターを経由して，生徒，担任教師，管理職とかかわることになる。
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図4　X＋2年度における巡回相談員とD中学校の関係
（3）X＋3年度の巡回相談
　X＋3年度は，筆者の大学での業務が増加したためD中学校のみ担当し，B幼稚園及びC小
学校は他の巡回相談員が担当した。
　D中学校での巡回相談が本格化するのに伴い，中学校における特別支援教育の難しさを痛感
することとなった。中学校での特別支援教育は，幼稚園・小学校と大きく異なることがある。
それは子どもへの直接的な関わりがきわめて難しいという点である。幼稚園・小学校では，子
どもは巡回相談員という見知らぬ存在に対して警戒心がほとんどなく，むしろ遊び相手と認識
し，積極的にかかわってくる。中学校では，他の生徒から偏見の目で見られることをおそれる
ため，生徒が自ら巡回相談員にかかわろうとすることはなく，巡回相談員から近づくことに対
しても警戒心が非常に強い。
　また，中学校では，幼稚園，小学校の段階で特別支援教育をはじめとする適切な関わりがな
かったために2次的な問題が発生し，介入自体が困難となっていると思われるケースが多いよ
うに感じられた。すなわち，発達障害等を抱えていたが，中学校入学までに気づかれないか，
気づいても何らかの理由により対応がなされなかったために，学習や友人関係の面で失敗を重
ね，それにより学力の低下やいじめ，あるいは，不登校などの問題が引き起こされ，さらに，
本人が自尊心を低下させたり，親子関係にも問題を抱えたりするようなケースが多く見られた。
　X＋3年度のD中学校における巡回相談員の位置づけは図4と同様である。
（4）X＋4年度の巡回相談
　x＋4年度には，再び，幼稚園・小学校・中学校の巡回相談を担当することとなった。x＋
2年度も幼稚園，小学校，中学校を担当し，年間の巡回相談回数も79回と多かったが，X＋4
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年度は91回とこれまでで最も多かった。大学での本務を抱えながら，これだけの回数の巡回相
談を実施することはかなり厳しいものであった。
　浜谷（2009）は，　「巡回相談」という仕事の特性について「現場に出向く臨床発達支援は，
やりがいはありますが，未知なことが多いタフな仕事でもあります」と述べている。また，佐
藤（2005）による実践の報告では，巡回相談の専門家チームの連絡会が毎週行われること，そし
て，それが大きな効果を上げていることが報告されている。巡回相談員相互の情報交換や教育
委員会との連携の強化により，巡回相談員に対する支援体制を作ることも急務であろう。
　中学校の体制に変化はなく，特別支援教育コーディネーターを中心に学内の体制がさらに整
備され，対象となる生徒に対する対応の検討やスクールカウンセラーや担任教師との情報交換，
保護者との面談などを行った。特別支援教育という立場から中学生に接近することには困難を
伴うが，学内での体制の整備により，徐々にではあるが接近が可能になるケースが出てきた。
　一方，小学校は，X＋3年度1年間，巡回相談の担当者が交代した。その間に校長，副校長，
特別支援教育コーディネーター，スクールカウンセラーのすべてが交代した。当然のことなが
ら，担任教諭のうちの何人かが異動し，支援員の一部も交代した。対応が非常に困難な児童も
多く，思うように巡回相談の機能が発揮できなかった。本学教職課程の学生が数名，学生支援
員・学生ボランティアとして入ったが，彼らのサポートをする余裕もなかった。
　幼稚園は，副園長（特別支援教育コーディネーターを兼務）及び担任教師数名がX＋2年度
と同じであったこと，在籍する幼児の人数がそれほど多くはなかったこと，また，Aにおける
特別支援教育の体制が徐々に整備されるようになり，幼稚園入園以前に何らかの支援を受けて
いる子どもが増えたことなどにより，巡回相談が比較的スムーズに機能した。最も大きかった
のは，管理職はじめ担任教師陣とのコミュニケーションがスムーズだったことである。　「スム
ーズ」ということの中身についてもう少し述べれば，問題とされる行動の背後にある心理的・
発達的問題をじっくり見ていこうという子どもに対するスタンスを共有できるということにな
る。
　X＋4年度の巡回相談業務を終えて感じたことは，幼稚園段階から何らかの支援を受け，小
学校入学に際しても充分な情報が小学校側に受け渡され，小学校でも継続的に支援を受けられ
た児童の学校生活への適応が非常によいということである。X＋2年度に幼稚園でかかわった
子どもが小学校に入り，幼稚園在園時には想像もできないほど安定して学校生活を送っている
姿をまざまざと見ることができた。
　　「早期発見，早期治療」という言葉は，子どもの悪いところ（軍病気）をなるべく早めに見
つけ，適切な治療を施すことで改善されるという「医療モデル」の発想である。子どもの悪い
部分ばかりに目が行き，よい部分を見落とすことにつながることもあり，教育の領域では敬遠
されることがある。しかし，特別支援教育という分野では，「早期関心，早期支援」というこ
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とが非常に大きなカを発揮するということが身をもって感じられた。
　芦澤ら（2008）は幼稚園教諭に対する質問紙調査の結果から，幼稚園教諭が感じる巡回相談
に対する評価として「保育方針」　「関心意欲」　「対象児理解」　「協力」　「保護者理解」の5因
子を抽出している。このうちの「保育方針」　「関心意欲」　「対象児理解」の3因子は，巡回相
談により保育の方針が明確化したり，子どもとのかかわりの関心や意欲が高まったり，対象児
の理解が進んだりすることを意味し，「早期蘭心，早期支撞…」とその方向性において一致して
いる。
　X＋4年度のB幼稚園，C小学校，　D中学校における巡回相談員の位置づけはX＋2年度と
同様である。
（5）X＋5年度の巡回相談
　X＋5年度は，再び，中学校のみを担当した。中学校での巡回相談も5年目を迎えた。校内
の体制整備はさらに進み，特別支援教育の対象となる生徒も増えた。中学校入学時に特別支援
教育を希望する生徒・保護者も増えた。また，小学校から気になっていたという保護者の中に
は，子どもに特別支援教育を受けさせることに対して前向きになるケースも出てきた。
　こうした特別支援教育の進展の背景には，次のような要素が大きくかかわっていたのではな
いかと考えている。まず，特別支援教育コーディネーターや管理職が一定期問異動しないこと
である。そして，特別支援教育コーディネーターに特別支援教育に関する十分な経験があり，
継続的、主体的に校内における特別支援教育にかかわることができる体制にあることである。
また，特別支援教育コーディネーターを中心に，管理職，担任教師，スクールカウンセラー，
養護教諭，巡回相談員，支援員との間にコミュニケーションが成立する関係が維持されること
も重要であろう。
　X＋5年度のD中学校における巡回相談員の位置づけはX＋2年度と同様である。
4．　まとめ一巡回相談から見た特別支援教育の課題一
　最後に，巡回相談員としての経験から，特別支援教育の課題についてまとめておきたい。
　巡回相談員の場合，当該校・園にとどまる時間が短いため，児童生徒に対して直接的にアプ
ローチすることについては限界がある。むしろ，日頃，接する時間が多い教師や支援員への助
言といったコンサルテーションが中心的な役割になる。先述の通り，この構造による支援を有
効に機能させるためにはいくつかの前提がある。それは学校側が相談したい内容についてある
程度事前に明確化しておくこと，特別支援教育コーディネーターが対象となる子どもの課題に
ついて担任と情報を共有しておくこと，校内における特別支援教育に対する連携体制が整備さ
れていることである。
　しかしながら，現実には，上記のような条件が満たされている場合ばかりではない。なぜな
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ら，対象となる児童生徒の抱えている課題や有効な対応法が容易にわかるケースは多くないか
らであり，また，対応の難しい生徒の子どもの担任となった教師は学級経営や保護者との関係，
他の教師との関係に様々な葛藤を抱えるため，学校内において特別支援教育に関する教師相互
のコミュニケーションが円滑に進むとも限らないからである。
　5年間の巡回相談により感じられたのは，特別支援教育においては，　「情報交換」，　「情報
共有」ということがきわめて重要であるということである。この点について，佐藤（2005）も「職
員間による情報共有」の重要さをあげ，そのためには「学年団の教師が互いに子どもの様子が
見られるようなシステムを作ること」，　「学校全体の取り組みとして授業の公開を推進するこ
と」をあげている。　「情報交換」，　「情報共有」を成立させるだけのコミュニケーションや校
内・園内の委員会・研修体制が特別支援教育の根幹をなしているといっても過言ではないだろ
う。
　巡回相談員として最も困ることは，教師から「どうしたらよいか？」という直接的で即時的
な解答を求める質問を受けることである。この点について，浜谷（2006）も，発達障害を対象と
した通常学級における巡回相談における実務的な困難として「相談員と教師の関係」をあげ，
教師は巡回相談員を「教育委員会から派遣された大学教員・専門家」ととらえ，　「その意見を
受動的に聞くという姿勢が強くなる場合が少なからずあった」としている。教室での指導の際
に困る切実さはわかるが，実際には特効薬的な方法がある場合はきわめて少ない。困った事態
に対する直接的，即時的な解答を求めるのではなく，その問題を他者と共有し，考えていくと
いう雰囲気をどのように作っていくかが巡回相談というシステムを有効に機能させる鍵となる
だろう。
　担任教師を始め，特別支援教育コーディネーター，支援員，スクールカウンセラー，巡回相
談員など支援にかかわる人が増えた場合に，誰が中心となってどのようにチームを作るかとい
うことも問題となる。経験や知識の点も考慮する必要があるが，中心となるのは，校内・園内
の常勤職である担任教師か特別支援教育コーディネーターであり，非常勤職の支援員やスクー
ルカウンセラー，巡回相談員ではない。こうしたチーム作りのカを身にっけていくことも学校，
教育委員会，そして専門家の課題といえよう。
　一方，巡回相談員は就学相談や支援会議など様々な場面で専門的見地からの意見を求められ
ることがあるが，巡回相談員の意見が必ずしも教育委員会，学校，担任教師，特別支援教育コ
ーディネーター側の考えている方向に沿ったものであるとは限らない。この場合，巡回相談員
の校内における立場は微妙なものとなる。巡回相談員が自分自身の意見をことさら強調して対
立することは得策ではないが，かといって，教育委員会，学校，担任教師，特別支援教育コー
ディネーター側の意向を支持するばかりでは専門家が派遣される意味はない。両者のバランス
をいかに取っていくかが巡回相談員にとって難しいところとなる。
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　また，特別支援教育に対する理解と普及のためには，教師を対象とした校内研修や保護者を
対象とした講演会の実施も重要である。筆者は5年間の巡回相談の問に校内研修や講演会の講
師を4回つとめたが，その内容や進め方についても試行錯誤の状態であった。森（2010）は，校
内研修について「校内研修の準備段階において，先行して実施した巡回相談での教師の相談主
訴に着目し，該当校の教師集団が保護者との関係に抱える困難から，コンサルテーションのニ
ーズ把握」を行い，その結果，　「研修の実行段階，当日には参加者から多くの発言や積極的な
提案がなされた」と述べている。筆者が行った保護者対象の講演でも，特別支援教育コーディ
ネーターが事前に保護者を対象としたアンケートを実施しニーズ把握が行われた。しかし，保
護者の関心は多様であり，また，関心の程度も様々であったため，それらを十分に活用した講
演内容となっていたか不安が残るところであった。より充実した校内研修，保護者対象の講演
会のためには，単に事前にニー一・一ズ把握を行うだけではなく，その方法も含め，工夫が必要であ
ろう。
　特別支援教育はまだ始まったばかりであり，今後，学校側の経験の蓄積と体制の整備により，
今よりはるかに効果的な対応が行える可能性を秘めている。それまでに，より多くの教師，専
門家が様々な角度から実践を振り返る機会を持っことが何より重要なことであろう。
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